
 役員報酬規定 

（目的） 

第１条 本規程は、定款第 19 条の規定にもとづき、特定非営利活動法人（以下「当法人」

という）の役員の報酬及び費用について定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 本規程における用語の定義は次の通りとする。 

（１） 役員：理事および監事をいう 

（２） 業務執行役員：毎月一定の時間、事務局業務に従事する役員 

（３） 非常勤役員：事務局業務には従事せず、理事会や総会等法人の意思決定機関に

のみ従事する役員 

（４） 報酬等：報酬、賞与その他の職務労働の対価として支払われるもの。費用とは

明確に区分されるものとする。 

（５） 費用：職務の遂行に伴い発生する旅費交通費、通信費、職務上必要な資機材購

入費等の経費をいう。報酬とは明確に区分されるものとする。 

（報酬等の支給） 

第３条 当法人の非常勤役員は原則として無報酬とする。 

２ 業務執行役員が職務遂行を行なった場合は、その労務対価として報酬等を支給す

る。 

（報酬額の決定） 

第４条 業務執行役員の報酬月額は、職員として果たす役割、等級に応じ、当法人職員の

賃金規定に定める月額の基本給および手当をベースとする。 

（報酬等の支払方法） 

第５条 報酬の支給日、支払い方法並びに報酬より控除する額等支給に関する詳細は、当

法人職員の賃金規定に準ずるものとする。 

（通勤費） 

第６条 業務執行理事には、通勤費を当法人職員の通勤手当に準じて支給する。 



（費用） 

第７条 当法人の役員がその職務の遂行にあたって負担した費用については、これを請求

のあった日から遅滞なく支払うものとする。 

（補則） 

第８条 本規程の実施に必要な事項は、代表理事が別に定める。 

（本規程の改廃） 

第９条 本規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附則 

この規程は、2022 年 6 月 27 日から施行する。（2022 年 6 月 27 日理事会議決） 

 


